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5．研究成果の概要

堺市、マニラ、バンコク、天津において、青果物生産フローと有機性廃棄物排出フローを現地調査により把握、土地利用情報と合わ
せ地理情報システム上で視覚化した。各都市で図面成果を現行の計画制度と比較、必要な改善点を指摘した。また、100-1000mグ
リッドスケールで4都市の土地利用混在・資源需給バランス図を作製、都市間比較する環境を調えた。これら成果によりアジア発の土
地利用混在型モデルを提示、アジア各国の土地利用・施設計画において日本のプレゼンスが向上することが期待される。将来的に
は日本のソフト・ハードインフラが、途上国都市の環境改善に寄与し、日本の社会技術の現地規準化も期待される。
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先端研究助成基金助成金（最先端・次世代研究開発支援プログラム） 

研究成果報告書 
本様式の内容は一般に公表されます 

 

 

 

研究成果の概要 

（和文）： 

堺市、マニラ、バンコク、天津において、青果物生産フローと有機性廃棄物排出フローを現地調

査により把握、土地利用情報と合わせ地理情報システム上で視覚化した。各都市で図面成果を

現行の計画制度と比較、必要な改善点を指摘した。また、100-1000mグリッドスケールで4都市の

土地利用混在・資源需給バランス図を作製、都市間比較する環境を調えた。これらから、アジア

発の土地利用混在型モデルを提示、アジア各国の土地利用・施設計画において日本のプレゼン

スが向上する。日本のソフト・ハードインフラが、途上国都市の環境改善に寄与する。日本の社会

技術の現地規準化も期待される。 

 

（英文）： 

This research visualized food (vegetable) and organic waste flows as well as land-use pattern 

using GIS based upon data acquired mainly through field survey in Sakai City, Metro Manila, 

Bangkok and Tianjin. These results were compared to the current land-use and waste 

management plans, and possible improvements were pointed out. Organic resource balance maps 

for case study cities were produced at 100-1000m resolutions in order to make comparisons. This 
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project proposed new land-use planning model suitable for Asian region, thereby contributing to an 

increase of Japan’s presence in regional planning in Asian countries. It can promote to introduce 

further Japanese soft and hard infrastructures particularly in Asian developing countries. These 

trends can help to improve entire Asian urban and rural environments in the future.  

 

1． 執行金額 ３２，５００，０００ 円 

    （うち、直接経費 ２５，０００，０００ 円、 間接経費 ７，５００，０００ 円） 

 

2． 研究実施期間   平成２３年２月１０日～平成２６年３月３１日 

 

3． 研究目的 

アジア大都市の多くが河川下流の平野に立地しており、水田を転用する形で都市化が進む結

果、郊外では宅地と農地が混在化する。こうした場所では、都市と農村が混在することのデメリッ

トを最小化し、メリットを最大化する方策の提示が不可欠であるが、既存のアジア各国の都市計

画制度では限界がある。 

こうした点をふまえ、本研究では、アジア 4 都市で生物資源に着目し、都市農村間の資源の流

れ、土地利用や資源処理施設などの空間分布を把握する。その後、地理情報システムを用いて

資源循環効率を高め、かつ循環プロセスを通じて排出される二酸化炭素の総量削減にも寄与す

る都市農村混在型の土地利用計画を示す。 

 

4． 研究計画・方法 

成長段階の異なるアジア各都市（阪南・和歌山、バンコク、マニラ、天津）の郊外地域を対象とし、

以下 4 点の課題に取り組む。 

(1) 現地機関に散在している統計資料と地理情報を収集・集約化し、現地土地利用調査も行い、

都市郊外農地・緑地の空間分布を、その利用・所有形態も含め明らかにする。 

(2) 現地世帯調査をもとに、有機性廃棄物（資源）の排出特性とフローを定量的に把握する。 

(3) 現地農家調査をもとに、都市郊外農地・緑地における生物資源（青果）生産量・搬出フロー

を明らかにする。 

(4) (1)～(3)の結果を、地理情報システムを用いて空間解析・比較し、生物資源の需給バランス、

資源循環効率を高めるために必要な現況土地利用・社会制度の改善点の指摘、資源循環をう

ながす新たな都市農村計画のシナリオ提示を行う。最終的には、各都市の事例研究を比較検

証し、アジア都市郊外の都市農村計画論確立に向けた研究比較指標を抽出する。 

 

5． 研究成果・波及効果 

堺市、マニラ、バンコク、天津において、青果物生産フローと有機性廃棄物排出フローを現地調

査により把握、土地利用情報と合わせ地理情報システム上で視覚化した。各都市で図面成果を
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現行の計画制度と比較、必要な改善点を指摘した。また、100-1000mグリッドスケールで4都市の

土地利用混在・資源需給バランス図を作製、都市間比較する環境を調えた。以下にマニラの例を

示す。 

 

 

(1) この図は衛星画像と現地調査から抽出した住宅団地内農地の分布である。ただし、ここで

の農地は、団地内の空き地を利用して住民や貧困層が自主管理する菜園を示している。 
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(2) この図は現地計量調査より明らかにした有機性廃棄物と生成堆肥のフローである。現地で

は廃棄物削減の必要性から、堆肥の生成が推奨されているが、定量化することで受入農地の

確保がボトルネックであることが分かった。現場の堆肥化事業では、上述の多く分布する空地

菜園は、主な対象とされていないことが明らかとなった。 
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(3)この図は(1)の菜園分布と事例菜園での生産量調査、直売所での住民の野菜購買調査、サ

ンプル住民の食生活状況調査、世帯人口のミクロな空間分布から計算した、野菜の需給バラン

スマップである。対象地全体として、空地菜園により必要野菜重量の 3 分の 1 が供給可能であ

ることが示された。 
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(4)この図は窒素で規準化した有機性資源の需給バランスを、住宅団地単位で計上した図であ

る。団地内の空地菜園の活用と、生成堆肥の地場活用により、住宅団地レベルでも高い資源

循環が実現しうることを示すことができた。さらには、既存の土地利用計画制度を改善し、空地

菜園を計画に位置づけ、かつ団地間の連携調整を行うことで、地域全体としても資源循環効率

を高めることができる。 

 

このようにマニラの事例研究で示されたように、本研究では、既存の行政界解像度での公刊統

計では表出しなかった現場の生物資源流動が定量的に明らかにされ、その値が需給バランス上

無視できないオーダーであることを示した。こうした現場情報に基づいて土地利用のあり方が視覚

化され、各都市の現行の土地利用計画制度の改善点を具体的に書き出している。既存の公開情

報のみに依拠した計画論文とは一線を画すると考えている。 

本研究成果は、今後アジア発の土地利用混在型モデルの提示に寄与する。中長期的には、ア

ジア各国の土地利用・施設計画において、日本のプレゼンスが向上することにつながる。日本の

ソフト・ハードインフラが、途上国都市の環境改善に寄与する。日本の社会技術の現地規準化も

期待される。 
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図 書 
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サステイナビリティ学 第 5 巻 東京大学出版会 2011 年 3 月 10 日 pp105-130 

ISBN:978-4-13-065125-7 

産 業 財 産

権 

出願・取得

状況 

 

計０件 

（取得済み） 計０件 

 

（出願中） 計０件 

 

Ｗｅｂページ 

（ＵＲＬ） 

アジア沖積平野立地型都市郊外における循環型社会を基調とした都市農村融合と戦略的土地利

用計画 

http://www.wakayama-u.ac.jp/~hara/next/ 

 

 

国民との科

学･技術対

話 の 実 施

状況 

2012 年 6 月 20 日に、本学のサテライト教室において、一般市民向け公開講座を担当し、本研究事

業の成果を発表した。 

2011 年 10 月 29 日・30 日、11 月 5 日・6 日に本研究事業により集約された地理情報を題材とした

GIS 公開講座を和歌山大学にて実施した。詳細は和歌山大学ホームページにて公開されている。 

http://www.sys.wakayama-u.ac.jp/es/news/2012111600015/ 

 

 

新聞･一般

雑 誌 等 掲

載 

計０件 

 

 

その他 本研究成果を基盤に本学大学院正規科目「地理情報システム特論」を開講、受講者の高評価を得

た。 

 

 

7． その他特記事項 

特になし 

 


